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要　旨

　本研究は、世界 44 ヶ国（香港、台湾の２地域を含む。以下同じ）を対象に、各国のビジネス活動に関する文化的な

特徴を、Geert H. Hofstede らが提唱した諸類型に基づいて 9 つの「社会的価値観」として整理した上で、各国のこれ

らビジネス文化 1) の特徴がどの様な「社会経済的要因」（自然条件、人種宗教、政治、経済社会の計 4区分 56 要因を設

定）と関連しているかについて、定量データに基づく科学的分析により明らかにすることを目的としている。主要な結

論は、次の２点である。

　①　9 つの社会的価値観のうち、「権威 ./ 平等」「個人 / 集団」「安定 / リスク」「長期 / 短期」「現世 / 禁欲」「コンテキ

スト高 / 低」「実力 / 現状」「普遍 / 個別」の 8 つの価値観については、「キリスト教（プロテスタント）」「アング

ロサクソン」「モンゴロイド」「軍事政権」「高齢人口比率」「女性議員比率」など計 29 個の社会経済的要因との

有意な相関が確認された。

　②　他方、社会的価値観のうち「競争 / 協調」については、幾つかの有意性を持つ社会経済的要因を抽出できたものの、

全体として十分な相関をもつ要因群を抽出するには至らなかった。

　ビジネス文化の国際比較に関する研究は、個人の経験や業務上の体験に基づくものが多い。本研究の特徴は、上記の

様な「定量的統計的」な分析結果に基づいて、特定の「社会的価値観」（例　権威志向か平等志向か）が、どの様な「社

会経済的要因」（例　アングロサクソン）と強く結びついているかについて、これら既存の経験等に基づく知見の妥当

性を科学的に検証した点にある。さらに、調査対象とした 44 ヶ国について、当該国の「社会的価値観」と「社会経済

的要因」の関係を簡易に分析するための「具体的分析ツール」を構築した点も、本研究の特徴となっている。

（キーワード）ビジネス文化、国際比較、定量分析、価値観、社会経済的要因

Abstract

Based on the nine types of business cultures developed by G. Hofstede et al., this paper is intended to reveal 
what kinds of business cultures of the 44 countries have close relationships with any kinds of “socio-economic 
factors” (56 factors with four categories, i.e. “Natural conditions”, “Race and Religion”, “Politics”, and “Economics 
and Social”). In order to conduct the study, we have undertaken the multiple correlation analysis based on the 
quantitative data. The conclusions include the following two points.

① The eight dimensions of the business cultures, that is, “ Power distance “, “Individualism vs. Collectivism”, 
“ Uncertainty avoidance “, “Long-term vs. Short-term”, “Indulgence vs. Restraint”, “High context vs. Low 
context”, “Achievement vs. Ascription”, and “Universalism vs. Particularism”, have significant correlations 
with the 29 socio-economic factors, such as “ Christian (Protestant) “,” Anglo-Saxon “, ” Mongoloid “,” 
Military Regime “,” Elderly Population Ratio”, “ Ratio of Female Member of Parliament “, and so on.

② No significant correlations have been found with the socio-economic factors so long as “Masculinity vs. 
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（はじめに）
　本論文は、平成 26 年度・平成 27 年度に採択を受けた

常葉大学共同研究助成事業「日米東南アジア諸国のビジ

ネス文化に関する比較研究」において、安達が担当した

ビジネス文化の定量的国際比較の研究成果を、本号およ

び次号の 2回に分けて掲載公表するものである。

　本稿の執筆はすべて安達が行っており、文責は安達が

負うものであるが、研究過程においては、共同研究者で

ある常葉大学経営学部の山本隆三教授、鶴谷千寿准教授

から大変貴重なアドバイスや示唆が呈され本研究の重要

な要素となっていることを明記するとともに、本件研究

を資金面等から支援して頂いた各方面の方々に対して

も、心から謝意を表する次第である。

（本文）

１．本研究の概要

（１）背景・趣旨

　我国経済のグローバル化とアジア諸国の急成長に伴

い、静岡県の中小企業においても、米国のほか中国や東

南アジアに事業を展開する企業が増加している 2)。しか

し、一方では、国際的事業提携交渉、現地工場における

人事雇用管理などの面で、「経営スタイル」や「ビジネ

ス文化」の相違に関連したトラブル・訴訟が少なからず

発生している（安積敏政（2014））。

　例えば、中国人と日本人はともに信頼関係を重視し、

交渉の結果として双方がともにメリットを得ることを目

指す点で共通しているとされる（吉村章（2010））。しか

し、交渉過程では、自分の立場を積極的に主張する中国

人に対し、自己主張に抑制的な日本人が違和感を抱くこ

とが多く、不利な提携条件で合意してしまったり、逆に

せっかくのビジネスチャンスを自ら放棄してしまう事例

も生じている。

　ここで重要なのは、この様なトラブルの原因が、進出

国における法律制度や雇用慣行等に関する実務知識の不

足にのみ起因するものではないという点である。すなわ

ち、我国の中小企業は、国内において長年培ってきた特

有の経営スタイルや企業文化を有しており、これを進出

先の現地従業員にも無意識に適用したり、日本流のビジ

ネス交渉における考え方や手法を国際間の交渉にも適用

しようとすることに起因するケースも多いという点が重

要である。進出相手国の「ビジネス文化」の特徴と、そ

の背後に存在する人種、宗教、経済状況などの「社会経

済的要因」を、「体系的・科学的」に理解し対処するた

めの基礎的知識の不足に起因するトラブルも相当程度存

在すると考えられる 3)。

　本研究は、この様な問題意識の下、ビジネス文化の国

際比較に関する先行研究を踏まえて、「国毎に異なる多

様なビジネス文化」を理解するために必要となる知的基

盤を、「定量的・科学的」な方法に基づいて整理構築し、

もって海外展開の経験や国際的ビジネス交渉の専門的知

Femininity” is concerned.

The significant features of this study would be the following two points.
① Based on the scientific and quantitative approaches, we have found that the strong relations exist 

between certain socio-economic factors and eight dimensions of business cultures. So far, these relations 
are explained in empirical and qualitative ways.

② In addition, we have constructed the excel program to analyze a particular country among the 44 
countries. This program has been developed to reveal which socio-economic factors have strong 
relationships with certain types of business cultures in the country

Keywords: business culture,  international comparative analysis, multiple correlation analysis , socio-economic 
factors
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識に乏しい中小企業のグローバルな事業展開を支援し促

進することを目的として実施したものである。

（２）ビジネス文化の国際比較に関する先行研究

　ビジネス文化の国際比較に関する書籍や文献は、T.M. 
Robert（1991）, H.Binnendijk（1995）, T. Morrison（1995）

のほか、日本においても吉村章（2010）、片野優（2014）、

蔡明哲（2007）など多数存在するが、例えば筧武雄（2006）

の様に、多くは著者自身の実務経験などを基に契約交渉

や雇用・人事等に関連した各種ノウハウを整理し紹介す

るに留まっている。

　他方、これらの体験的な情報を踏まえつつも、馬越恵

美子（2013）などビジネス文化の国際比較、ないしはビ

ジネス文化を含む社会的な価値観全体の国際比較を、具

体事例に基づく「実証的論理的」分析により明らかにし

ようとする研究も行われている。さらには、大規模なア

ンケート調査を通じて社会的価値観に関する定量的デー

タを収集し、「統計的手法」による分析に基づいて国際

比較を行う取組みも少なからず存在する 4)。

　後者の研究としては、次の 4つが代表的なものであり、

本研究はこれら実証的研究の成果を活用したものであ

る。なお、我国においても社会学者による異文化比較を

目的とする統計的調査が行われおり、統計数理研究所の

吉野諒三（2015）、大阪商業大学 JGSS 研究センターの

岩井紀子（2012）などがその代表例であるが、いずれも

調査対象国が東アジア諸国等に限定されているため、本

研究においては参考情報に留めている。

①　ホッフステッドの IBM 価値観調査

　オランダの社会心理学者であるG. Hofstede（1980）は、

1970 年代に世界 40 ヶ国 11 万 6 千人の IBM 社員を対象

とする質問形式の価値観調査を行い、厳密な統計処理を

行った上で、異文化理解のための 4次元モデルを提示し

た。すなわち、「権威 / 平等」「個人 / 集団」「競争 / 協調」

「安定 / リスク」の 4 つである。その後、調査対象国の

追加、質問事項の改善、後述の世界価値観調査（WVS）
のデータ活用等によるモデルの改訂を行い、G. 
Hofstede（2010）ではさらに 2つの次元「長期 / 短期」「現

世 / 禁欲」を加えた 6 次元モデル（本研究の用語としは

6つの社会的価値観、詳細後述）を提示した。

　これら一連の研究は、定量データに基づく本格的な異

文化国際比較の先駆的研究となったものであり、データ

の中心をなす質問調査の時期が 1970 年代と古いことな

ど、幾つかの批判はあるものの、統計処理等の学術的信

頼性と比較対象国の数などの点で、定量的な異文化国際

比較の代表的な研究となっている。詳細については、馬

越恵美子（2000）に詳しい解説がある。なお、各国毎の

6 次元モデルの数値、および質問調査票の内容等が Web
上で公開されており、同モデルの妥当性についても新た

な追加調査による継続的な検証がなされている。

　他方、本研究が目的とする社会的価値観と相関する諸

要因の分析に関しては、G. Hofstede（2001）において、

「GDP」「同実績成長率」「同予想成長率」「首都の緯度」「人

口規模」「人口増加率」「人口密度」の７指標を設定し、

当初提示された 4つの社会的価値観との相関分析が行わ

れている。しかし、本研究において実施した様な「自然

条件、人種、宗教、政治、経済」など幅広い社会経済的

要因を候補とした分析は行われておらず、社会的価値観

を規定する諸要因の抽出と、その結果に基づく分析・意

義付けを本格的に展開するには至っていない 5)。

②　トランペナールズの価値観調査

　 オ ラ ン ダ の 経 営 コ ン サ ル タ ン ト で あ る Fons 
Trompanaars は、国際的なビジネスを展開する企業に

対する実践的な経営アドバイスを行うことを目的とし

て、ロイヤル・ダッチ・シェルなどの企業を対象とする

価値観調査を 1978 年から長期にわたり実施し、7 つの

社会的価値観を提示している（F. Trompanaars（1993））。

調査対象国数は当初の 28 ヶ国から随時拡大し、最新版

の著書 F. Trompanaars（2012）では対象国は 100 ヶ国

以上、約 80,000 人から回答を得たとしているが、同著

および F. Trompanaars（1996）において具体的集計デー

タとして公表されている対象国は 43 ヶ国に留まってい

る。

　同調査については、G. Hofstede らの IBM 調査と比

較し対象国数がやや少ないこと、統計的処理について必

ずしも十分な検討が行われていない可能性があることな

どの批判はあるが、「普遍主義・個別主義」「中立的・感

情的」「実力・属性」など、新たな異文化比較の次元を

提示した点で意義があると考えられる。

　なお、同研究は、実践的経営アドバイスに主眼を置い

た内容となっているため、本研究が目指す「社会的価値

観を規定する諸要因」の定量的手法による分析、抽出作

業に関しては十分な検討は行われていない。

③　GLOBE（Global Leadership & Organizational 

Behavior Effectiveness）プロジェクト

　GLOBE 調査（R. J. House（2004)）は、G.Hofstede
の研究を更に発展させ、企業経営におけるグローバル

リーダーシップの分野での応用を促進することを目指し

た国際的な価値観調査プロジェクトである。米国の経営

学者 R. J. House が中心となり、200 人以上の研究者が

参加し 1994 年～ 1997 年の４年間をかけて、62 ヶ国 951

企業 17,300 人の中間管理職にアンケートを実施したも
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ので、同調査の結果を踏まえて、「業績主義」「集団主義」

など 9 つの社会的価値観を特定するとともに、「カリス

マ型」「権威型」「チームワーク型」など各国社会的価値

観の組合せタイプに対応した 6つのリーダーシップのパ

ターンを設定している。この9つの社会的価値観のうち、

7 つは G.Hofstede の 6 つの価値観と実質的に同じもの

であるとみることができるとされており、残りの「人間

志向」「業績志向」の 2 つが新たに同調査が提示した社

会的価値観ということができる。

　同調査を取りまとめた R. J. House（2004) では、抽

出した 9つの社会的価値観に関し、その背景となってい

る諸要因として、「気候」、「地域」、および「経済社会」（経

済、科学技術、人的資源、社会状況、および１人当たり

GDP の５区分）の 3つの視点を設定し統計的分析を行っ

ているが、企業経営におけるリーダーシップの在り方に

関する基礎データを構築することが同調査の主要目的と

なっていることもあり、その分析内容は要因相互の関連

性の把握などの点で必ずしも十分なものとはなっていな

い。また、GLOBE 調査に対して、G.Hofstede らは、

国と組織の文化が混同された質問形式となっているこ

と、また、ありのままの姿（Practices）とあるべき姿

（Values）の 2 本立ての質問・分析が混在していること

など、同調査の問題点を指摘している点に留意が必要で

ある 6）。

④　世界価値観調査（World Values Survey：WVS）

　本調査は、米国の社会学者 Ronald F. Inglehart が主

導する大規模な世界的価値観調査である。1981 年に欧

州価値観調査（EVS、European Values Study）からス

タートし、以降対象を欧州以外にも拡大し、概ね 5 ～

10 年の間隔で定期的に実施され、現在最新の調査であ

る 2010 年～ 2014 年に実施された第 6回調査の集計分析

結果が Web 上で公表されている。第６回調査は約

100 ヶ国の研究者が参加して実施されたが、実際のデー

タ公開に至ったのは 60 ヶ国となっている。各国で 1000

人以上に面談式（電話による方法を含む）アンケートを

実施し、総回答者数は 8 万５千人、質問項目総数は約

250 項目、環境、経済、教育、感情、家族等多岐にわたっ

ているのが特徴である。第 5回 2005 年調査については、

電通総研（2008）が、データブックとして出版している。

　主導者の R. F. Inglehart（1997）は、同調査に基づい

て、異文化比較のための「自己表現 / 生存」「世俗的合

理性 / 伝統的権威」の 2 つの社会的価値観を設定し、世

界 75 ヶ国をグラフ上にプロットした「Inglehart–
Welzel Cultural Map」を作成、宗教・人種・政治体制

を加味した上で、75 ヶ国を「プロテスタント型西欧」

など８つの文化ゾーンに分類している。さらに、R. F. 

Inglehart（2005）では、２つの社会的価値観のうち「自

己表現 / 生存」に注目し、当該価値観が経済社会的な発

展とともに強まり、その結果として政治体制の実質的な

民主主義化が進んで行くことを指摘している 7)。なお、

その際「自己表現 / 生存」と相関する経済社会的要因と

して、「１人当たり GDP」「産業別就業者構成比（３次

産業－２次産業）」の 2つの基本指標のほか、「国連人間

開発指数」など経済社会発展度を表す 3つの総合指標を

設定し、定量的相関分析を行っているが、当該総合指標

を構成する個別項目の内容等については特段詳細な検討

は行われていない 8)。

（３）本研究の目的・特徴

　本研究は、上記の先行研究を踏まえて、次の 3点を目

的としてビジネス文化の国際比較を行うものである。こ

のうち、下記の①についてはビジネス活動における文化

的な特徴や基本的な考え方（以下、「社会的価値観」と

いう）と、その背後に存する諸要因（以下、「社会経済

的要因」という）との関係を体系的定量的に分析しよう

とするものであり、筆者が調査した範囲では、「宗教」

と社会的価値観、または「組織文化」「経営者の掲げる

財務目標」と社会的価値観との相関に関する定量的研究

はあるものの 9)、本研究の様な広範な分野を対象とする

研究はこれまでに例が無いと考えられる。また、③の様

に調査対象国 44 ヶ国を対象とする「具体的な分析ツー

ル」を構築した点も、本研究の大きな特徴となっている。

①　世界 44 ヶ国を対象に、各国のビジネス文化の特

徴等を G. Hofstede らが提唱した諸類型に基づいて

9 つの「社会的価値観」として整理した上で、これ

らが自然条件、人種宗教、政治、経済状況などの「社

会経済的要因」とどの様に関係しているかを分析す

ること。具体的には、社会経済的要因として 56 項

目を設定し、定量データに基づく重相関分析を行い、

国毎の社会的価値観の差異を説明し得る「有意」な

社会経済的要因を抽出すること。

②　前述の①により抽出した「社会経済的要因」が、「社

会的価値観」に関連して旧来一般的に言われている

経験的な知見と整合的か否かを検証し、その異同に

ついて検討を行うこと。

③　①②の結果を踏まえて、分析対象 44 ヶ国につい

て当該国の社会的価値観の特徴が「どの様な社会経

済的要因に基づいて生じているのか」を分析するた

めの科学的な「分析ツール」を構築し、その有効性

を確認すること。
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２．分析作業

（１）対象国

　相関分析の対象国としては、データ入手等の制約も考

慮し、G. Hofstede の調査対象国 100 ヶ国の中から、次

の諸点を勘案し、日本、中国、米国、メキシコ、タイ、

ベトナムなど計 44 ヶ国（台湾、香港などの地域を含む）

を設定した。具体的な国名は、表１を参照。

　・人口規模が一定数以上の国（人口 5百万人以上）と

すること

　・富士市など静岡県中東部地区に本社を有する中小企

業の主要進出先国・地域 10)

　・アジア、中東、欧州、豪州、北米、中南米の各地域

における代表的な国を含むこと

表１　調査対象国・地域一覧

区分 数 国名、地域名

アジア 12 日本、中国、韓国、台湾、香港、タイ、

ベトナム、フィリピン、マレーシア、イ

ンドネシア、インド、シンガポール

米州

豪州

8 アメリカ合衆国、カナダ、メキシコ、ブ

ラジル、アルゼンチン、チリ、オースト

ラリア、ニュージーランド

西欧

北欧

11 イギリス、フランス、イタリア、ドイツ、

スペイン、ポルトガル、デンマーク、オ

ランダン、ノルウェー、スウェーデン、

スイス

東欧 7 ロシア、ウクライナ、ハンガリー、チェ

コ、ポーランド、ルーマニア、トルコ

中東 6 イスラエル、エジプト、イラン、イラク、

サウジアラビア、クウェート

（２）社会的価値観

　各国のビジネス文化の特徴を表す「社会的価値観」と

しては、先述の先行研究を踏まえて次の 9 項目とした。

①から⑥は G. Hofstede（2010）の定義、データを採用

しており、⑦～⑨は F. Trompanaars（2003）定義、デー

タを利用している 11）。なお、分析に利用したデータ値は、

分析の効率性・グラフ視認性等の観点から、0 点を基準

に± 100 の数値の間で分布するよう、原データを換算修

正して利用している 12）。

①「権威 / 平等」：Power Distance Index (PDI).

G. Hofstede は、「各々の国の家族や企業において、

権力の弱い成員が、権力が不均一に分布している状態

を受け入れている程度」を「権力格差」と定義してい

る。本研究においては、「権威」は権力格差の程度が

高く、「平等」はその程度が低い状態として用いるこ

ととする。日本・中国は「権威」の傾向が強く、米国

は「平等」の傾向が強い。

②「個人 / 集団」：Individualism vs. Collectivism (IDV)

本研究での「個人」は、G. Hofstede の定義における「個

人主義」、すなわち「個人と個人の結びつきは緩やかで、

人はそれぞれ自分自身と肉親の面倒を見れば良い」と

する考え方を表し、「集団」は、同様に「集団主義」、

すなわち「人は生まれた時から、メンバー同志の結び

つきの強い内集団に統合されており、内集団に忠誠を

誓う限り、人はその集団から生涯にわたって保護され

る」とする考え方として用いている。日本・中国は「集

団」的傾向が強く、米国は「個人」の傾向が強い。

③「競争 / 協調」：Masculinity vs. Femininity (MAS)

G. Hofstede は、「感情面での性別役割が明確に区分

されており、男性は自己主張が強く逞しく物質的成功

を目指すものであり、女性は謙虚で優しく生活の質に

関心を払うものである」とする考え方を「男性らしさ」

として定義しており、これとは逆の「感情面での性別

役割が男女で重なりあっており、男性も女性も謙虚で

優しく生活の質に関心を払うものである」とする考え

方を「女性らしさ」として定義している。また、男ら

しさ・女性らしさの特徴の事例として各々「出世・野

心」「謙虚・気遣い」などが指摘されている。本研究

においては、これらの特徴を踏まえ、無用の誤解を避

ける観点などから、敢えて「男性らしさ」を「競争」、

「女性らしさ」を「協調」という表現を用いて表すこ

ととした。日本・米国・中国はともに「競争」の傾向

が強い国に分類される。

④「安定 / リスク」：Uncertainty Avoidance Index (UAI)

G. Hofstede は、「ある文化の成員が曖昧な状況や未

知の将来に対して脅威を感じる程度」を「不確実性の

回避」と定義している。本研究においては、「安定」

は不確実性の回避の程度が強く、「リスク」はその程

度が弱い状態として用いることとする。日本は「安定」

的傾向が強く、米国・中国は「リスク」の傾向が強い。 
⑤「 長 期 / 短 期 」：Long Term Orientation vs. Short 

Term Normative Orientation (LTO)

「長期」は、G. Hofstede の定義における「長期志向」、

すなわち「将来の報酬を志向する徳、なかでも忍耐と

倹約を促す」考え方である。「短期」は、同様に「短

期志向」、すなわち「過去と現在に関する徳、なかで

も伝統の尊重、面子の維持、社会的な義務の達成を促

す」考え方として用いている。「長期」の特徴として

は「学習、誠実、市場シェア、長期の業績」、「短期」

の特徴としては「自由、独立、損益、短期の成果」な

どが指摘されている。日本・中国は「長期」の性向が

強く、米国は「短期」の性向が強い。

⑥「現世 / 禁欲」：Indulgence vs. Restraint (IND)

「現世」は、G. Hofstede の定義における「放縦」、す
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なわち「人生を味わい楽しむことにかかわる人間の基

本的かつ自然な欲求を比較的自由に満たそうとする」

考え方である。「禁欲」は、同様に「抑制」、すなわち

「厳しい社会規範によって欲求の充足を抑え、制限す

べきである」という考え方として用いている。「現世」

の特徴としては「余暇が重要、道徳的規範少ない、外

向的、楽観主義」、「禁欲」の特徴としては「倹約が重

要、道徳的規範が多い、内向的、悲観主義」が指摘さ

れている。日本・中国は「禁欲」の性向が強く、米国

は「現世」の性向が強い。

⑦「 コ ン テ キ ス ト 高 / 低 」：High Context vs. Low 

Context

F. Trompanaars（1997）は、「感情をコントロールす

るのか、感情を露骨に表すのか」という観点から、前

者を「感情中立主義」、後者を「感情表出主義」とし

て分類し、自身の質問調査結果を整理し「感情を露骨

に出さないパーセント」の数値を公表している。この

区分は、E. T. Hall（1976）の「高コンテクスト・低

コンテクスト」の文化区分、すなわち、「メッセージ

の解釈に当り文脈的な手がかりが非常に重視される

か、メッセージに直接表現された内容だけを重視する

か」の区分に相当するものと考えられることから、本

研究においては、前者を「高コンテクスト」、後者を「低

コンテクスト」という用語を用いて表すこととした。

例えば、日本・中国は「高コンテクスト」であり、米

国は「低コンテクスト」に分類される。

⑧「実力 / 現状」：Achievement vs. Ascription

F. Trompanaars（1997）は、「実績に基づいて人々の

ステータスを考える傾向」を「実績主義」、これとは

逆の「年齢、階層、性別、教育の程度などをステータ

スと結びつけて考える傾向」を「属性主義」として定

義している。また、実績主義、属性主義の特徴として、

各々「実力、機能、業績、説明責任」「家柄、学歴、

年齢、成行き」を指摘している。本研究においては、

これらの特徴を踏まえ、「実績主義」を「実力」、「属

性主義」を「現状」という表現を用いて表すこととし

た。例えば、日本・中国は「現状」、米国は「実力」

の傾向が強い国に分類される。

⑨「普遍 / 個別」：Universalism vs. particularism

F. Trompanaars（1997）は、「組織の中の人間は、標

準化されたルールに従う傾向があるか、ある個別な状

況の中で柔軟に対応することを好むか」のいずれかの

傾向があるとして、前者を「普遍主義」、後者を「個

別主義」と定義している。本研究においても、この定

義に従い各々を「普遍」「個別」の用語を用いて表す

ことにした。日本・米国は「普遍」的傾向が強く、中

国は「個別」の傾向が強い。

　なお、G.Hofstede による①～⑥の社会的価値観（別

表 1～ 3において「社会的価値観①」と表示）について

は、60 ヶ 国 の 数 値 が 公 表 さ れ て い る が、F. 
Trompanaars らが提起した⑦～⑨（別表 1 ～ 4 におい

て「社会的価値観②」と表示）については、調査対象国

がやや少ない点に留意が必要である 13）。

（３）社会経済的要因

　社会的価値観に影響する社会経済的要因の候補につい

ては、先行研究の蓄積に乏しいことから、本研究におい

て次の 4つの観点から独自に計 56 個の要因を選定した。

データの出典、時期、意味、単位、および実データ等の

詳細については、別表 1を参照。

①自然条件　計 3項目　：　年間最高気温、同最低気温、

年間降雨量

②人種宗教　計 13 項目　：　

（人種）14）モンゴロイド、アングロサクソン、ラテン、

アラブペルシャ、スラブ、ゲルマン　計６項目

（宗教）15）キリスト教（3 区分）、ユダヤ教、ヒンズー

教、イスラム教、仏教等（道教、儒教を含む）　計

７項目

③政治 16）　計 9 項目　：　自由主義国、社会主義国、

立憲君主国、軍事政権国、旧植民地（3 区分）、報

道規制指　数、　腐敗清廉度指数

④社会経済　　計 31 項目

（経済）GDP、同成長率、１人当たり GDP、OECD
加盟国、就業者の１次産業比率、１人当たり米生産

量、１人当り社会保障給付額、正規労働者の解雇規

制、契約執行の確実度など、計 15 項目

（社会）人口、人口密度、平均寿命、高齢者比率、都

市人口比率、大学進学率、家計所得格差、絶対貧困

率、女性議員比率、最大民族構成比など、計 16 項

目

（４）分析手法

　以上の（１）～（３）のデータに基づいて、下記の 3

段階の手順により分析を行った。

①基礎データの収集整理等：　社会的価値観（9 項目）、

社会経済的要因（56 項目）の計 65 項目について、基

礎データを収集整理し、次の要因抽出作業に向け 2つ

の視点から分析を行った。第一に、これら計 65 項目

に関する単相関係数を算定し、社会的価値観と社会経

済的要因間の相関の強弱について一次的な情報を取得

（別表 2）。第二に、計 65 項目全てについて国毎の「偏

差値」17）を算定し当該国における「社会的価値観」

が全 44 ヶ国の平均値と比較してどの様な特徴を有す
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るか、また、同様に「社会経済的要因」においてもど

の項目がどの様な特徴を有するかを分析した（別表

3）。これによって、例えば、メキシコは、「社会的価

値観」の点では「集団」「短期」「現世」の項目で強い

傾向を有すること、「社会経済的要因」の点では「ラ

テン系」「軍事政権」「旧植民地（スペイン）」「低大学

進学率」の点に特徴があることなど、分析対象全

44 ヶ国の特徴を簡易に定量的に確認できるように

なった。この様にして明らかにした国別の様々な特徴

のうち、どの社会経済的要因がどの社会的価値観と強

く結びつき当該国の社会的価値観の特徴の背景となっ

ているかを、次の作業で分析することになる。

②社会的価値観に影響する社会経済的要因の抽出：　社

会的価値観（9 項目）の各項目毎に、同数値を被説明

変数として、社会経済的要因の候補（56 項目）を説

明変数とする重回帰分析を実施し、次の条件を全て満

たす有意な社会経済的要因を抽出した。要因の抽出に

あたっては、説明変数の取捨採択作業手順に次に示す

様な一定のルールを設け、ステップワイズ法を適用し

抽出を行っている。

　（抽出条件）

　　・被説明変数と当該説明変数の単相関係数（R）の

正負の符号と、当該説明変数の偏回帰係数の正負

の符号が一致すること。

　　・当該説明変数の P 値が概ね 0.05 以下（片側 5％

棄却域）であること 18）。かつ説明変数全体の F
値が「右側 5％棄却域」の条件を満たすこと。

　　・被説明変数と全説明変数の自由度調整後決定係数

（R2）が、0.5 以上であり、当該説明変数の追加に

よって、上記自由度調整後決定係数（R2）が高ま

ること。

　　・当該説明変数と他の説明変数の相関係数（R）の

絶対値が 0.6 未満であり、かつダービンワトソン

比が 1.8 ～ 2.2 の間の値となること。

　　・追加した説明変数が多重共線性を有する説明変数

の場合は、上記自由度調整後決定係数（R2）が大

きい方の説明変数を採択し、他方を除外する。

　（説明変数の取捨採択作業順序）

　　・説明変数の 4 区分に基づいて、「自然条件→人種

宗教→政治→社会経済」の区分順に実施。

　　・同一区分内においては、事前に定めた順序（例　

降雨量→最高気温→最低気温→平均気温）により

実施。

　　・上記作業が一巡したのち、再度、一度除外した説

明変数全体について、もう一度一個ずつ個別に説

明変数として追加し有意性を確認、前述の抽出条

件を満たす場合は説明変数として追加。

③国別の社会的価値観の総合的要因分析のための「分析

ツール」の構築作業：　②の結果を踏まえて、各国の

社会的価値観の特徴が、どの様な社会経済的要因と相

関しているのかについて、総合的な分析を行うための

フレームワークを構築。さらに、その様な分析作業が、

特定国毎にエクセル上で簡易に行えるようにするため

の「分析ツール」を開発した。同分析ツールの具体的

な内容は、次の通りである。

　　・9 個の「社会的価値観」各々について、分析対象

国（最大 15 ヶ国指定可）が、全 44 ヶ国の中でど

の様な「位置」にあるかをグラフ上で簡易に、か

つ視覚的に分かり易く表示すること（別表 4）。

　　・9個の「社会的価値観」、56個の「社会経済的要因」

の計 66 項目全てについて、任意に指定した２項

目間の相関関係をグラフ（散布図）により簡易に

表示すること（別表 5）。

　　・全 44 ヶ国の中から任意の 1 ヶ国を選定し、当該

国の「社会的価値観」の特徴と、抽出された「社

会経済的要因」の特徴を、44 ケ国の平均値や類

似国等と比較しつつ定量的に分析し、その結果を

相関の強さと方向性を示す「○、△」等の記号、

および棒グラフにて視覚的に明示すること（別表

6）。

＜以下次号に続く＞

注

1 ）本論文においては、「ビジネス文化」を「ある人間

集団が共通して有するビジネス活動における文化的側

面（基本的な考え方・行動パターン）」として用いて

いる。文化の定義としては、A.L. Kroeber（1952）の

「人間集団が取得した行動の明示的、暗黙的なパター

ンから構成され、・・・、伝統的な考えとそれに付帯

した価値観によって構成される」ものとする考え方が

有名である。これを踏まえて、G.Hofstede（1980,p25）
は「ある人間集団の成員を、他の人間集団の成員から

区別することのできる人間心理の集合的プログラム

（メンタルソフトウェア）」と定義している。

2）2011 年末の中国への日系企業進出数は、22,790 社

（2012 年中国貿易外経統計年鑑）に達している

（JETRO ホームぺージ）

3）G.Hofstede（2010、第１章）は、国家や社会集団

の相違の源泉を「歴史、アイデンティティ、価値観、

制度」の４つに整理し、「ある国の価値観は、アイデ

ンティティの違いよりも、その国の制度（規制、法、

組織等）が持つ仕組みや機能にかかわっている」こと
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を指摘し、「文化と制度との関係が導く重要な結果は、

我々は単に外国の制度を輸入するだけでは、ある国の

人々が考え、感じ、また行動する方法を変えることは

できない」ことを認識することが重要であるとしてい

る。また、馬越恵美子（2010, p27-42）は、日本企業

の特徴としてエスノセントリック性（自国文化中心主

義）を指摘した上で、「現在日本企業はグローバル化

するに伴い、異質の文化と接して、これまでに経験し

なかった様な多くの難題に直面している」とし、グロー

バル展開する日本企業においては「異文化シナジー創

出の視点から国際経営の革新に取り組むこと」が喫緊

の課題となっているとしている。

4）G.Hofstede（2010、第１章）は、文化に関する「玉

ねぎ型モデル」を提唱し、文化の相違の根底には暗黙

的で変化し難い「価値観」（ある状態が他の状態より

好ましいと思う傾向）の違いが存在することを重視し、

文化の国際比較を行うにあたり価値観に焦点を当てる

ことの重要性を指摘している。

　さらに、G.Hofstede（2010、第１章）では、国民

国家成立の歴史的経緯や多民族国家の存在も踏まえつ

つ、「国、地域・民族・宗教・言語、性別、世代、社

会階級、組織・部署・企業」の各集団毎に重層的に異

なる文化（国民文化）が形成されているとし、地域や

民族集団等の差による文化の違いを研究する場合に

は、「国家という枠組みこそが、人々に共通するメン

タル・プログラム（文化）のかなりの部分を規定する

源」となっており、「現在のところ、国を単位として

比較することがもっとも現実的なやり方である」とし

ている。また、国家を単位とする文化の分析のメリッ

トとして、議論上の簡便性、分析のための統計データ

収集の容易性、国家間の実践的協力促進などをあげて

いる。

5）G. Hofstede（2001）においては、これら７つの項

目と社会的価値観との間の相関分析に加えて、社会的

価値観自体の妥当性検証を目的として、類似価値観調

査の結果との相関分析が行われている。その結果、類

似する価値観調査における質問項目及び統計項目計

426 個が、G. Hofstede の提唱する 4 つの社会的価値

観と有意な相関を有していることが確認されている。

しかし、これらの分析は、G. Hofstede が提示した 4

つの社会的価値観自体の妥当性を検証するための作業

に留まっており、社会的価値観を規定する社会経済的

要因を抽出するには至っていない。

6）G. Hofstede の IBM 調査との関係については、M. 
Kotabe（2008）邦訳 p87 参照。9 つの社会的価値観

の背景となっている要因の分析については、次のよう

な４つの説明変数毎に単回帰分析等が行われているこ

と、①～④の項目に関する分析が個別に行われており

説明変数全体を総合した整理分析が必ずしも十分には

示されていない点が特徴となっている。

①気候　：　砂漠、大陸、海洋性、サバンナ、熱帯、

亜熱帯多湿、地中海性の計７区分

②地域　：　欧米（アングロ、ラテン、ノルディック、

ゲルマン、東欧）、中南米、アフリカ（サハリ、中東）、

アジア（南アジア、儒教国）の計 4区分 10 地域

③社会経済　：　次の様な４つの説明変数毎に２段階

単回帰分析を適用。なお、1 次回帰変数計 86 項目

のうち 35 項目は国連、世銀等の統計データや総合

指標を利用しているが、残 51 項目は世界価値観調

査（WVS）の質問項目の集計結果を利用している

点に留意が必要である。

　　　　＜ 2次回帰変数＞　　　　＜ 1次回帰変数＞

　：経済（Economic Health）
　　 ＝ 富裕度、生産性、政府部門関与、競争政策、競

争力指数の計４区分 20 項目

　：科学技術 (Success in Science and Technology)
　　 ＝応用科学、基礎科学の２区分計 8項目

　：人的資源 (Human Condition)
　　 ＝ 社会健全度、健康、平均寿命、満足度、心的健

康度、人間開発指標の計 6区分 19 項目

　：社会状況 (Social Attitudes)
　　 ＝ 家族友人関係、仕事、政治思想、宗教、ジェン

ダーの計 5区分 39 項目

④経済的富（National Wealth）：1 人当たり GDP　1

項目

7 ）R. F. Inglehart（2005）pp200
8 ）R. F. Inglehart（2005）pp149-151,pp196-199.　「自

己表現 / 生存」との相関分析が行われている総合指標

は、次の 3 つである。「国連人間開発度指標」、「社会

進歩度指数」（R.Esters（1998））、「社会経済資源指数」

（T. Vanhanen（1997））

9）「宗教」と社会的価値観に関連する相関分析としては、

真鍋一史（2012）がある。また、「組織文化」「経営者

の掲げる財務目標」と社会的価値観に関する相関分析

としては、G. Hofstede（2010）pp320-pp327, pp352-
358（邦訳 p299-p304, p332-p338）がある。

10）静岡県経済産業部が毎年実施している県内企業海外

展開状況調査報告書によると、県内に本社を置く企業

による海外事業所（含現地法人）の国別設置状況は、

次の通りである（2014 年 4 月 1 日時点）。

（1位）中国 415 ヶ所、（2位）タイ 182 ヶ所、（3位）

アメリカ 118 ヶ所、（4位）インドネシア 103 ヶ所（5

位）ベトナム 69 ヶ所、（6位）インド 48 ヶ所、（７位）

台湾 36 ヶ所　他　（総計）1,250 ヶ所 
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11）具体的には、次のデータを基に作成。なお、①～⑥

の G.Hofstede の数値は、IBM 調査により収集した

データを、性別、職種等の条件が各国で同一となるよ

う配慮し上で、主成分分析等の統計的処理を適用し科

学 的 に 抽 出 作 成 さ れ た も の で あ る。 他 方、F. 
Trompenaars の数値は、同氏のアンケート調査にお

ける関連質問事項の回答をそのまま国別に単純集計し

たものであり、厳密な統計処理は必ずしも十分に行わ

れていない点で留意が必要である。各社会的価値観の

定義、出典等は、次の通りである。

①～⑥の価値観：G.Hofstede Web. Site "Hofstede 
Centre"  2015/06/14 時点掲載データ；

　http://www.geerthofstede.nl/research--vsm
⑦「コンテキスト高 / 低」：, F.Trompanaars（1997） 

pp71「仕事に関し感情をあからさまに表さない」

を選択した者の割合

⑧「実力 / 現状」：F.Trompanaars（1997）pp108「何

かを達成することの方が、自分に合った活動をする

より大切」を選択した者の割合

⑨「普遍 / 個別」：F.Trompanaars（1997）pp35「味

が悪いならば親友のレストランでも真実の記事を書

く」を選択した者の割合

12）次の算式により算定：

本研究における社会的価値観の数値＝（原数値－ 50）

× 2

13）⑦「コンテクスト高 / 低」は 35 ヶ国、⑧「実力 / 現
状」は 33 ヶ国、「普遍 / 個別」については、24 ヶ国と

なっている。

14）人種・民族の分類は多様であるが、本研究において

は下記に示した様に、形態人類学の観点から「モンゴ

ロイド」と「非モンゴロイド」に大きく対象国を２分

した上で、「非モンゴロイド」については、言語学の

視点、および国毎の関連データの利用可能性などを踏

まえてさらに４つに細分し、計 5つの区分を設定した。

なお、非モンゴロイドのうち、インド、トルコ、ハン

ガリー、イランは同類の言語グループが少ないことか

ら分類対象外とした。

　モンゴロイド　：　日本、中国、韓国など東南アジ

ア諸国　計 11 ケ国

　非モンゴロイド：次の 5区分計 33 ヶ国

　「アングロサクソン」：英語を公用語とするゲルマン

語派の国　（米、英、カナダ他　計 5ケ国）

　「ゲルマン系」：上記を除くゲルマ語派を公用語とす

る国（独、蘭、デンマーク他　計６ヶ国）

　「ラテン」：イタリック語派を公用語とする国（伊、仏、

スペイン、ポルトガル他、計 9ケ国）

　「アラブペルシャ」：セム語派・エジプト語派を公用

語とする国（エジプト、サウジアラビア、イラク、

イスラエル、クウェートの計 5ケ国）

　「スラブ」：スラブ語派を公用語とする国（ロシア、

ウクライナ、チェコ、ポーランドの計 4ヶ国）

　なお、非モンゴロイドを５つに区分するための具体

的作業にあたっては、「CIA, World Factbook」の当

該国データのうち「People and　Society」の「Ethnic　
Groups」「Language」 の 数 値 に 基 づ き、 最 大 の

Ethnic Group、または Language　Group　に該当す

る区分を採用した。

15）キリスト教は、本研究においては次の３区分とした。

　キリスト教（カソリック）：ローマカソリック教会、

東方典礼カソリック教会

　キリスト教（カ＋東方） ：上記、および、ギリシャ

正教、ロシア正教

　キリスト教（プロテスタント）：プロテスタント、

アナバプティスト、聖公会、英国国教会

16）自由主義国：現時点で自由主義体制を採用している

国。中国は非自由主義国とした。

　社会主義国：現在および過去において社会主義体制

であった国。中国、ロシア、東欧諸国など、計

12 ヶ国。

　立憲君主国：現在立憲君主制を採用している国。日

本、イギリス、タイなど 12 ヶ国。

　軍事政権国：現在および過去一定期間（1800 年以降、

20 年以上）に亘り軍事政権が支配していた国。

日本、中国のほか、伊、スペイン、エジプト、イ

ラクなど、計 12 ケ国。

　旧植民地（英米蘭）：英、米、蘭の旧植民地。インド、

ベトナム、フィリピンなど、計 11 ヶ国。日本も

含む（第 2次世界大戦後、米国による占領と政治

経済改革が実行されたことを勘案）。

　旧植民地（スペイン等）：スペイン、ポルトガルの

旧植民地。マレーシア、ブラジル等、計 6ケ国。

　旧植民地（仏スペイン等）：上記のほか、仏の旧植

民地（ベトナム）をカウント。計 7ヶ国。

17）次の式により算定 ：
偏差値 ＝ {10 ×（原数値－平均値）÷標準偏差 }　
＋　50

18）通常、棄却域の基準値は両側計 1％、ないしは両側

計 5％とするのが一般的であるが、本研究においては、

社会的価値観と相関する可能性のある社会経済的要因

を幅広く抽出することを目的として、棄却域の基準値

を両側計 10％（片側 5％）として設定した。
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義
等

①
権

威
／

平
等

指
数

（
M

A
X
=
1
0
0
）

G
.H

o
fs

te
de

 W
e
b.

 S
it
e
 "

H
o
fs

te
de

 C
e
n
tr

e
"
  

2
0
1
5
/
0
6
/
1
4
時

点
掲

載
デ

ー
タ

本
文

参
照

②
個

人
／

集
団

〃
〃

〃

③
競

争
／

協
調

〃
〃

〃

④
安

定
／

リ
ス

ク
〃

〃
〃

⑤
長

期
／

短
期

〃
〃

〃

⑥
現

世
／

禁
欲

〃
〃

〃

個
人

／
集

団
〃

「
生

活
の

質
向

上
の

た
め

に
は

、
仲

間
の

世
話

よ
り

自
身

の
自

由
啓

発
が

大
切

」
を

選
択

し
た

者
の

割
合

⑦
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

／
低

〃
「
仕

事
に

関
し

感
情

を
あ

か
ら

さ
ま

に
表

さ
な

い
」
を

選
択

し
た

者
の

割
合

⑧
実

力
／

現
状

〃
「
何

か
を

達
成

す
る

こ
と

の
方

が
自

分
に

合
っ

た
活

動
を

す
る

よ
り

大
切

」
を

選
択

し
た

者
の

割
合

⑨
普

遍
／

個
別

〃
「
味

が
悪

い
な

ら
ば

親
友

の
レ

ス
ト

ラ
ン

で
も

真
実

を
の

記
事

を
書

く
」
を

選
択

し
た

者
の

割
合

①
自

然
降

水
量

ｍ
ｍ

/
年

国
毎

に
異

な
る

。
原

則
、

１
９

８
１

～
２

０
１

０
年

　
３

０
年

間
の

平
均

値
。

総
務

省
　

世
界

の
統

計
2
0
1
、

お
よ

び
気

象
庁

　
世

界
の

天
候

デ
ー

タ
ツ

ー
ル

年
鑑

の
合

計
降

水
量

最
高

気
温

°
C

〃
〃

月
別

平
均

気
温

の
年

間
最

高
値

最
低

気
温

△
 3

.1
〃

〃
〃

月
別

平
均

気
温

の
年

間
最

低
値

ス
ラ

ブ
系

該
当

＝
１

 非
該

当
＝

0
2
0
1
5
/
0
6
/
2
9
掲

載
デ

ー
タ

C
IA

 W
o
rl
d 

F
ac

tb
o
o
k,

外
務

省
Ｈ

Ｐ
資

料
等

よ
り

作
成

国
内

最
大

の
人

口
を

占
め

る
民

族

ア
ラ

ブ
ペ

ル
シ

ャ
系

〃
〃

〃
〃

ラ
テ

ン
系

〃
〃

〃
〃

ア
ン

グ
ロ

サ
ク

ソ
ン

系
〃

〃
〃

〃

ゲ
ル

マ
ン

系
〃

〃
〃

〃

モ
ン

ゴ
ロ

イ
ド

系
〃

〃
〃

〃

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

ソ
リ

ッ
ク

）
人

口
比

率
％

〃
Ｃ

ＩＡ
　

T
h
e
 W

o
rl
d 

F
ac

tb
B

o
o
k 

 
総

人
口

に
占

め
る

構
成

比
。

ロ
ー

マ
・
カ

ソ
リ

ッ
ク

、
東

方
カ

ソ
リ

ッ
ク

。

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

＋
東

方
系

）
〃

〃
〃

総
人

口
に

占
め

る
構

成
比

。
カ

ソ
リ

ッ
ク

＋
ギ

リ
シ

ャ
正

教
、

ロ
シ

ア
正

教
。

キ
リ

ス
ト

教
（
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

）
〃

〃
〃

総
人

口
に

占
め

る
構

成
比

。
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

、
聖

公
会

、
バ

プ
テ

ィ
ス

ト
、

英
国

国
教

会
。

ユ
ダ

ヤ
教

〃
〃

〃
総

人
口

に
占

め
る

構
成

比

イ
ス

ラ
ム

教
〃

〃
〃

〃

ヒ
ン

ズ
ー

教
〃

〃
〃

〃

仏
教

等
 （
含

道
教

儒
教

）
〃

〃
〃

総
人

口
に

占
め

る
構

成
比

。
仏

教
、

道
教

、
儒

教
等

。

自
由

主
義

（
現

）
該

当
＝

１
 非

該
当

＝
0

〃
J
E
T
R

O
 国

・
地

域
別

デ
ー

タ
等

③
政

治
社

会
主

義
（
旧

現
）

〃
〃

〃

立
憲

君
主

（
現

）
〃

〃
〃

軍
事

政
権

（
旧

現
）

〃
〃

〃
1
8
5
0
年

以
降

、
計

1
0
年

以
上

軍
事

政
権

ま
た

は
、

現
在

軍
事

政
権

。
日

本
（
終

戦
以

前
）
、

中
国

（
国

民
政

府
）
も

軍
事

政
権

と
し

た
。

旧
植

民
地

（
米

英
蘭

）
〃

〃
C

IA
 W

o
rl
d 

F
ac

tb
o
o
k,

外
務

省
Ｈ

Ｐ
資

料
等

よ
り

作
成

日
本

は
、

第
２

次
大

戦
後

の
G

H
Q

統
治

時
代

を
「
植

民
地

」
と

見
做

し
た

。

旧
植

民
地

（
ス

ペ
イ

ン
等

）
〃

〃
〃

旧
植

民
地

（
仏

ス
ペ

イ
ン

等
）

〃
〃

〃

報
道

規
制

（
高

/
低

）
指

数
（
M

A
X
=
1
0
0
)

2
0
1
5
年

F
re

e
do

m
H

o
u
se

（
F
re

e
do

m
 H

o
u
se

）
法

的
環

境
、

政
治

的
環

境
、

経
済

的
環

境
の

三
分

野
で

、
2
0
以

上
の

設
問

と
1
0
0
以

上
の

指
標

に
よ

っ
て

1
-
1
0
0
で

ス
コ

ア
化

腐
敗

清
廉

度
（
高

/
低

）
指

数
（
M

A
X
=
1
0
）

2
0
1
4
年

政
府

・
政

治
家

・
公

務
員

な
ど

の
公

的
分

野
で

の
腐

敗
度

を
1
0
機

関
が

調
査

し
た

1
3
種

類
の

調
査

報
告

に
基

づ
き

指
数

化
し

た
指

標

Ｇ
Ｄ

Ｐ
（
2
0
1
3
年

）
1
0
億

＄
2
0
1
3
年

ＩＭ
Ｆ

　
E
c
o
n
o
m

ic
  

O
u
tl
o
o
k,

2
0
1
5
/
2
Q

Ｇ
Ｄ

Ｐ
成

長
率

％
/
年

％
/
年

〃
1
9
8
1
-
2
0
1
4
の

年
自

国
通

貨
実

質
成

長
率

の
最

大
値

１
人

当
た

り
G

D
P

$
/
人

２
0
1
4
年

IM
F
 -

 W
o
rl
d 

E
c
o
n
o
m

ic
 O

u
tl
o
o
k 

D
at

ab
as

e
s 

(2
0
1
5
年

4
月

版
)

G
D

P
÷

総
人

口

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

加
盟

国
該

当
＝

１
 非

該
当

＝
0

2
0
1
5
/
0
6
/
2
9
掲

載
デ

ー
タ

人
間

開
発

度
指

数
（
M

A
X
=
1
）

2
0
1
3
年

平
均

余
命

、
教

育
[識

字
率

、
中

等
教

育
就

学
率

）
、

１
人

当
た

り
G

D
P
の

３
指

標
に

基
づ

い
て

指
数

化

幸
福

度
指

数
（
M

A
X
=
1
0
)

2
0
1
5
年

国
連

　
「
幸

福
度

レ
ポ

ー
ト

」
　

2
0
1
5

国
民

1
人

あ
た

り
の

実
質

G
D

P
（
国

内
総

生
産

）
、

健
康

寿
命

、
社

会
的

支
援

、
人

生
選

択
の

自
由

度
、

汚
職

レ
ベ

ル
の

低
さ

、
寛

容
度

を
基

に
指

数
化

し
た

指
標

１
次

産
業

就
業

者
比

率
％

原
則

2
0
1
1
年

総
就

業
者

数
に

対
す

る
第

一
次

産
業

に
従

事
す

る
就

業
者

数
の

比
率

米
生

産
t/

人
2
0
1
3
年

小
麦

生
産

〃
〃

〃

自
動

車
普

及
率

台
/
千

人
〃

O
IC

A
（
In

te
rn

at
io

n
al

 O
rg

an
iz

at
io

n
 o

f 
M

o
to

r 
V

e
h
ic

le
 M

an
u
fa

c
tu

re
rs

 ）
各

国
の

人
口

千
人

当
た

り
の

自
動

車
保

有
台

数
。

会
社

設
立

容
易

度
指

数
（
M

A
X
=
1
0
0
）

2
0
1
5
/
0
6
/
2
9
掲

載
デ

ー
タ

C
IA

 ｆ
ａ
ｃ
ｔ　

Ｂ
ｏ
ｏ
ｋ

手
続

き
、

時
間

、
費

用
、

最
小

資
本

の
４

つ
を

指
数

化
し

た
指

標

契
約

執
行

確
実

度
〃

2
0
1
5
年

版
手

続
き

、
時

間
、

費
用

の
３

つ
を

指
数

化
し

た
指

標

破
綻

処
理

の
容

易
性

（
高

/
低

）
〃

2
0
1
5
年

回
収

率
、

破
産

制
度

の
法

的
確

度
を

指
数

化
し

た
指

標

正
規

労
働

者
の

解
雇

規
制

度
（
高

/
低

）
指

数
 （
０

～
６

）
２

０
１

３
年

正
規

労
働

者
の

解
雇

規
制

度
を

０
～

６
ま

で
の

段
階

で
指

数
化

し
た

指
標

社
会

保
障

給
付

額
$
/
人

年
2
0
1
1
年

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

当
該

国
の

社
会

保
障

支
出

総
額

を
国

民
一

人
当

た
り

に
換

算
し

た
値

。
社

会
支

出
（
社

会
保

障
給

付
費

）
は

医
療

や
年

金
な

ど
公

的
な

社
会

保
障

給
付

の
支

出
額

で
O

E
C

D
基

準
の

　
「
S
o
c
ia

l 
E
xp

e
n
di

tu
re

　
-
 P

u
bl

ic
 a

n
d 

m
an

da
to

ry
 p

ri
va

te
」
ベ

ー
ス

。
現

金
給

付
支

出
の

ほ
か

、
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
よ

る
支

出
、

病
院

建
設

な
ど

公
的

設
備

へ
の

投
資

支
出

を
含

む
。

人
口

千
人

2
0
1
3
年

U
n
it
e
d 

N
at

io
n
s 

S
ta

ti
st

ic
s 

D
iv

is
io

n
 W

o
rl
d 

P
o
pu

la
ti
o
n
 P

ro
sp

e
c
ts

 2
0
1
3
年

総
人

口

人
口

密
度

人
/
k㎡

〃
国

土
面

積
は

河
川

・
湖

沼
な

ど
の

内
水

面
を

除
く
陸

地
面

積

平
均

寿
命

才
2
0
1
0
年

W
o
rl
d 

B
an

k 
O

pe
n
 D

at
a  台

湾
は

、
同

国
統

計
０

歳
児

の
平

均
余

命

高
齢

人
口

比
率

2
0
1
3
年

総
人

口
に

対
す

る
6
5
歳

以
上

人
口

の
比

率

平
均

世
帯

人
員

人
「
総

人
口

」
を

「
世

帯
総

数
」
で

除
し

た
も

の
。

犯
罪

率
（
殺

人
）

人
口

１
０

万
人

当
た

り
殺

人
2
0
1
2
年

U
N

O
D

C
（
U

n
it
e
d 

N
at

io
n
s 

O
ff

ic
e
 o

n
 D

ru
gs

 a
n
d 

C
ri
m

e
）

殺
人

の
定

義
は

原
則

と
し

て
「
非

合
法

か
つ

意
図

的
に

他
人

を
死

に
至

ら
し

め
た

も
の

」
で

、
　

傷
害

致
死

、
紛

争
に

よ
る

殺
害

は
含

ま
れ

な
い

。

都
市

人
口

比
率

％
2
0
1
3
年

総
人

口
に

占
め

る
都

市
エ

リ
ア

の
人

口
構

成
比

。
都

市
エ

リ
ア

の
定

義
は

国
毎

に
異

な
る

。

家
計

所
得

の
格

差
（
高

/
低

）
G

IN
I係

数
2
0
1
5
年

版
〃

G
IN

I係
数

相
対

貧
困

率
（
高

/
低

）
％

2
0
1
1
年

〃
相

対
的

貧
困

率
は

等
価

可
処

分
所

得
が

貧
困

ラ
イ

ン
以

下
の

世
帯

に
属

す
る

国
民

の
比

率
。

等
価

可
処

分
所

得
は

世
帯

の
可

処
分

所
得

を
世

帯
人

員
の

平
方

根
で

除
し

た
値

（
四

人
家

族
の

場
合

は
可

処
分

所
得

÷
2
）
。

貧
困

ラ
イ

ン
は

、
等

価
可

処
分

所
得

の
中

央
値

の
５

０
％

。
絶

対
貧

困
率

〃
2
0
1
5
年

調
査

〃
2
$
/
日

以
下

で
生

活
し

て
い

る
人

口
の

比
率

大
学

進
学

率
〃

2
0
1
2
年

Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

入
学

者
数

の
各

年
齢

別
人

数
と

そ
れ

に
対

応
す

る
各

年
齢

の
総

人
口

に
対

す
る

比
率

の
合

計
値

。
四

年
生

大
学

相
当

レ
ベ

ル
は

IS
C

D
E
9
7
の

L
E
V

E
L
5
 T

yp
e
A

 で
日

本
の

短
期

大
学

相
当

レ
ベ

ル
は

含
ま

な
い

（
一

部
の

国
を

除
く
）
。

入
学

者
数

に
は

外
国

か
ら

の
留

学
生

の
人

数
を

含
む

た
め

、
進

学
率

の
数

値
が

高
め

に
出

る
傾

向
に

あ
る

。
男

女
均

等
度

(高
/
低

）
指

数
（
M

A
X
=
1
0
0
)

2
0
1
4
年

世
界

経
済

フ
ォ

ー
ラ

ム
（
W

E
F
）
の

世
界

男
女

格
差

報
告

（
T
h
e
 G

lo
ba

l G
e
n
de

r 
G

ap
 R

e
po

rt
）

労
働

、
教

育
、

健
康

、
政

治
の

計
１

４
個

の
指

標
を

指
数

化
し

た
も

の

就
業

者
女

性
割

合
％

原
則

2
0
1
2
年

１
次

産
業

を
除

く
数

値

女
性

議
員

比
率

〃
2
0
1
4
年

IP
U

（
In

te
r-

P
ar

lia
m

e
n
ta

ry
 U

n
io

n
）

各
国

の
国

会
・
国

家
議

会
に

お
け

る
女

性
議

員
数

の
比

率

移
民

人
口

比
率

〃
2
0
1
0
年

U
n
it
e
d 

N
at

io
n
s 

P
o
pu

la
ti
o
n
 D

iv
is

io
n
、

お
よ

び
Ｕ

Ｎ
人

口
統

計
よ

り
作

成
当

該
国

に
住

む
外

国
生

ま
れ

の
居

住
者

あ
る

い
は

外
国

籍
の

居
住

者
の

推
計

人
口

（
国

勢
調

査
に

基
づ

く
過

去
５

年
間

の
値

）

最
大

民
族

構
成

比
〃

2
0
1
5
/
0
6
/
2
9
掲

載
デ

ー
タ

Ｃ
ＩＡ

　
T
h
e
 W

o
rl
d 

F
ac

tb
B

o
o
k 

 
総

人
口

に
占

め
る

最
大

民
極

の
構

成
比

（
注

）
　

＊
　

：
　

該
当

デ
ー

タ
無

し

社 会 的 価 値 観 社 会 経 済 的 要 因

別
表
１
　
　
「
社
会
的
価
値
観
」
と
「
社
会
経
済
的
要
因
」
の
定
義
、
お
よ
び
デ
ー
タ
出
典

社
会

的
価

値
観

①
（
H

o
fs

te
de

社
会

的
価

値
観

②
（
H

o
ll他

）

②
人

種
宗

教 ④
経

済
社

会
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世界 44 ヶ国のビジネス文化に関する定量分析（上）

別
表
２
　
　
社
会
的
価
値
観
と
社
会
経
済
的
要
因
の
相
関
係
数
（
Ｒ
）

  
  

 社
会

的
価

値
観

①
（
H

o
fs

te
de

)
 社

会
的

価
値

観
②

（
H

al
l他

）
①

自
然

②
人

種
宗

教
③

政
治

④
経

済

① 権 威 ／ 平 等

② 個 人 ／ 集 団

③ 競 争 ／ 協 調

④ 安 定 ／ リ ス ク

⑤ 長 期 ／ 短 期

⑥ 現 世 ／ 禁 欲

個 人 ／ 集 団

⑦ コ ン テ キ ス ト 高 ／ 低

⑧ 実 力 ／ 現 状

⑨ 普 遍 ／ 個 別

降 水 量

最 高 気 温

最 低 気 温

ス ラ ブ 系

ア ラ ブ ペ ル シ ャ 系

ラ テ ン 系

ア ン グ ロ サ ク ソ ン 系

ゲ ル マ ン 系

モ ン ゴ ロ イ ド 系

キ リ ス ト 教 （ カ ソ リ ッ ク ）

キ リ ス ト 教 （ カ ＋ 東 方 系 ）

キ リ ス ト 教 （ プ ロ テ ス タ ン ト ）

ユ ダ ヤ 教

イ ス ラ ム 教

ヒ ン ズ ー 教

仏 教 等 （ 含 道 教 儒 教 ）

自 由 主 義 （ 現 ）

社 会 主 義 （ 旧 現 ）

立 憲 君 主 （ 現 ）

軍 事 政 権 （ 旧 現 ）

旧 植 民 地 （ 米 英 蘭 ）

旧 植 民 地 （ ス ペ イ ン 等 ）

旧 植 民 地 （ 仏 ス ペ イ ン 等 ）

報 道 規 制 （ 高 低 ）

腐 敗 清 廉 度 （ 高 低 ）

Ｇ Ｄ Ｐ （ 年 ）

Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率

１ 人 当 た り

Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ 加 盟 国

人 間 開 発 度

幸 福 度

１ 次 産 業 就 業 者 比 率

米 生 産

小 麦 生 産

自 動 車 普 及 率

会 社 設 立 容 易 度

契 約 執 行 確 実 度

破 綻 処 理 の 容 易 性 （ 高 低 ）

正 規 労 働 者 の 解 雇 規 制 度 （ 高 低 ）

社 会 保 障 給 付 額

人 口

人 口 密 度

平 均 寿 命

高 齢 人 口 比 率

平 均 世 帯 人 員

犯 罪 率 （ 殺 人 ）

都 市 人 口 比 率

家 計 所 得 の 格 差 （ 高 低 ）

相 対 貧 困 率 （ 高 低 ）

絶 対 貧 困 率

大 学 進 学 率

男 女 均 等 度 高 低 ）

就 業 者 女 性 割 合

女 性 議 員 比 率

移 民 人 口 比 率

最 大 民 族 構 成 比

①
権

威
／

平
等

②
個

人
／

集
団

③
競

争
／

協
調

④
安

定
／

リ
ス

ク
⑤

長
期

／
短

期
⑥

現
世

／
禁

欲
個

人
／

集
団

⑦
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

／
低

⑧
実

力
／

現
状

⑨
普

遍
／

個
別

①
自

然
降

水
量

最
高

気
温

最
低

気
温

ス
ラ

ブ
系

ア
ラ

ブ
ペ

ル
シ

ャ
系

ラ
テ

ン
系

ア
ン

グ
ロ

サ
ク

ソ
ン

系

ゲ
ル

マ
ン

系
モ

ン
ゴ

ロ
イ

ド
系

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

ソ
リ

ッ
ク

）

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

＋
東

方
系

）

キ
リ

ス
ト

教
（
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

）

ユ
ダ

ヤ
教

イ
ス

ラ
ム

教
ヒ

ン
ズ

ー
教

仏
教

等
 （
含

道
教

儒
教

）

自
由

主
義

（
現

）
③

政
治

社
会

主
義

（
旧

現
）

立
憲

君
主

（
現

）
軍

事
政

権
（
旧

現
）

旧
植

民
地

（
米

英
蘭

）

旧
植

民
地

（
ス

ペ
イ

ン
等

）

旧
植

民
地

（
仏

ス
ペ

イ
ン

等
）

報
道

規
制

（
高

/
低

）

腐
敗

清
廉

度
（
高

/
低

）

Ｇ
Ｄ

Ｐ
（
2
0
1
3
年

）
Ｇ

Ｄ
Ｐ

成
長

率
１

人
当

た
り

G
D

P
Ｏ

Ｅ
Ｃ

Ｄ
加

盟
国

人
間

開
発

度
幸

福
度

１
次

産
業

就
業

者
比

率

米
生

産
小

麦
生

産
自

動
車

普
及

率
会

社
設

立
容

易
度

契
約

執
行

確
実

度

破
綻

処
理

の
容

易
性

（
高

/
低

）

正
規

労
働

者
の

解
雇

規
制

度
（
高

/
低

）

社
会

保
障

給
付

額

人
口

人
口

密
度

平
均

寿
命

高
齢

人
口

比
率

平
均

世
帯

人
員

犯
罪

率
（
殺

人
）

都
市

人
口

比
率

家
計

所
得

の
格

差
（
高

/
低

）

相
対

貧
困

率
（
高

/
低

）

絶
対

貧
困

率
大

学
進

学
率

男
女

均
等

度
(高

/
低

）

就
業

者
女

性
割

合

女
性

議
員

比
率

移
民

人
口

比
率

最
大

民
族

構
成

比

社 会 的 価 値 観

社
会

的
価

値
観

① （
H

o
fs

te

社
会

的
価

値
観

②
（
H

o
ll

他
）

社 会 経 済 的 要 因 （ 説 明 変 数 ）

②
人

種
宗

教

④
経

済
社

会
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安　達　明　久

別
表
３
　
国
別
の
特
性
比
較
（
各
変
数
の
平
均
値
か
ら
の
乖
離
度
）

欧
州

中
東

日
本

中
国

韓
国

台
湾

タ
イ

ベ
ト

ナ
ム

フ
ィ

リ
ピ

ン
マ レ

ー
シ

ア

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

シ
ン

ガ ポ
ー

ル

香
港

イ
ン

ド
ア

メ
リ

カ
カ

ナ
ダ

メ
キ

シ
コ

ブ
ラ

ジ
ル

ア
ル

ゼ
ン

チ
ン

チ
リ

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア

ニ
ュ

ー ジ
ー

ラ
ン

ド

フ
ラ

ン
ス

イ
タ

リ
ア

ス
ペ

イ
ン

ポ
ル

ト
ガ

ル

英
国

ド
イ

ツ
デ

ン
マ

ー
ク

オ
ラ

ン
ダ

ス
イ

ス
ス ウ

ェ
ー

デ
ン

ノ
ル

ウ
ェ

ー

ロ
シ

ア
ウ

ク
ラ

イ
ナ

ハ
ン

ガ リ
ー

チ
ェ

コ
ポ

ー
ラ

ン
ド

ル
ー

マ
ニ

ア

ト
ル

コ
イ

ス
ラ

エ
ル

エ
ジ

プ
ト

イ
ラ

ン
イ

ラ
ク

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア

ク ウ
ェ

ー
ト

①
権

威
／

平
等

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
△

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）

②
個

人
／

集
団

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

③
競

争
／

協
調

○
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
△

）
（
△

）
△

△
○

（
○

）
（
○

）
（
○

）
④

安
定

／
リ

ス
ク

（
○

）
△

（
○

）
△

△
△

△
（
△

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
⑤

長
期

／
短

期
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

＊
⑥

現
世

／
禁

欲
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
（
○

）
（
△

）
△

＊

個
人

／
集

団
△

△
＊

＊
＊

＊
△

△
△

△
＊

△
（
○

）
（
○

）
△

△
＊

＊
（
○

）
＊

△
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
＊

（
○

）
（
○

）
＊

○
△

＊
＊

＊
＊

⑦
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

／
低

○
（
○

）
＊

＊
＊

△
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

＊
（
○

）
△

△
△

△
△

＊
（
○

）
＊

＊
△

＊
＊

△
△

⑧
実

力
／

現
状

△
＊

＊
＊

＊
△

○
（
○

）
△

＊
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

＊
△

△
△

△
＊

△
＊

＊
＊

＊
⑨

普
遍

／
個

別
△

△
＊

＊
＊

＊
＊

△
△

＊
△

（
○

）
（
○

）
＊

＊
＊

（
○

）
＊

（
○

）
△

＊
（
○

）
（
○

）
＊

△
＊

（
○

）
△

（
△

）
（
○

）
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

①
自

然
降

水
量

（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

最
高

気
温

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

○
最

低
気

温
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
ス

ラ
ブ

系
○

○
○

○
ア

ラ
ブ

ペ
ル

シ
ャ

系
○

○
○

○
○

ラ
テ

ン
系

○
○

○
○

○
○

○
○

○
ア

ン
グ

ロ
サ

ク
ソ

ン
系

○
○

○
○

○
ゲ

ル
マ

ン
系

○
○

○
○

○
○

モ
ン

ゴ
ロ

イ
ド

系
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

ソ
リ

ッ
ク

）
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

＋
東

方
系

）
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
キ

リ
ス

ト
教

（
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
○

○
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
ユ

ダ
ヤ

教
○

イ
ス

ラ
ム

教
△

△
△

△
＊

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
＊

＊
△

△
○

○
○

○
○

（
○

）
ヒ

ン
ズ

ー
教

＊
＊

○
＊

＊
仏

教
等

 （
含

道
教

儒
教

）
○

（
○

）
○

○
（
○

）
（
○

）
○

＊
＊

自
由

主
義

（
現

）
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

③
政

治
社

会
主

義
（
旧

現
）

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

立
憲

君
主

（
現

）
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
軍

事
政

権
（
旧

現
）

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
旧

植
民

地
（
米

英
蘭

）
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

旧
植

民
地

（
ス

ペ
イ

ン
等

）
○

○
○

○
○

○
旧

植
民

地
（
仏

ス
ペ

イ
ン

等
）

○
○

○
○

○
○

○
報

道
規

制
（
高

/
低

）
△

（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
腐

敗
清

廉
度

（
高

/
低

）
（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
Ｇ

Ｄ
Ｐ

（
2
0
1
3
年

）
（
○

）
○

○
（
○

）
Ｇ

Ｄ
Ｐ

成
長

率
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
○

○
１

人
当

た
り

G
D

P
△

△
△

△
△

△
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
○

△
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
Ｏ

Ｅ
Ｃ

Ｄ
加

盟
国

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
人

間
開

発
度

（
○

）
△

（
○

）
＊

△
△

△
△

（
○

）
（
○

）
（
△

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
△

△
△

幸
福

度
△

△
△

△
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
△

）
△

△
１

次
産

業
就

業
者

比
率

△
（
○

）
＊

○
○

（
○

）
（
○

）
△

△
○

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

＊
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

＊
米

生
産

（
○

）
○

○
（
○

）
（
○

）
（
○

）
小

麦
生

産
△

△
△

△
△

＊
＊

＊
＊

＊
＊

△
○

△
△

△
○

（
○

）
△

（
○

）
△

△
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

自
動

車
普

及
率

（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
（
○

）
会

社
設

立
容

易
度

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

＊
＊

＊
＊

（
○

）
（
○

）
＊

（
○

）
＊

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

契
約

執
行

確
実

度
（
○

）
△

△
（
△

）
（
○

）
（
○

）
（
△

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

破
綻

処
理

の
容

易
性

（
高

/
低

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

（
○

）
△

（
○

）
△

△
（
△

）
△

△
正

規
労

働
者

の
解

雇
規

制
度

（
高

/
低

）
△

（
○

）
＊

＊
＊

＊
＊

○
＊

＊
（
○

）
（
△

）
△

△
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
＊

△
（
○

）
＊

＊
＊

＊
△

＊
社

会
保

障
給

付
額

＊
△

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
（
○

）
△

＊
＊

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
＊

＊
△

△
△

＊
△

△
＊

＊
＊

＊
＊

人
口

○
○

（
○

）
人

口
密

度
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
○

○
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
平

均
寿

命
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
△

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
高

齢
人

口
比

率
○

△
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
平

均
世

帯
人

員
△

△
○

（
○

）
（
○

）
＊

（
○

）
＊

＊
○

△
△

（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
＊

＊
＊

△
＊

△
＊

△
△

（
○

）
＊

（
○

）
（
○

）
＊

＊
＊

犯
罪

率
（
殺

人
）

△
（
○

）
△

△
△

○
○

△
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
△

△
都

市
人

口
比

率
（
○

）
△

＊
△

（
△

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
△

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
家

計
所

得
の

格
差

（
高

/
低

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
△

（
○

）
△

△
△

△
△

（
○

）
＊

＊
＊

相
対

貧
困

率
（
高

/
低

）
（
○

）
＊

（
○

）
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

（
○

）
（
○

）
＊

＊
（
○

）
△

△
（
○

）
△

△
△

△
△

△
＊

△
△

＊
（
○

）
（
○

）
＊

＊
＊

＊
＊

絶
対

貧
困

率
＊

＊
＊

△
（
○

）
△

（
○

）
＊

＊
○

＊
＊

△
△

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
＊

＊
△

△
△

△
△

△
△

＊
（
○

）
＊

＊
大

学
進

学
率

（
△

）
（
○

）
＊

＊
＊

＊
＊

△
＊

＊
＊

（
○

）
＊

△
＊

△
○

（
○

）
△

△
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
＊

（
○

）
＊

△
＊

＊
＊

＊
男

女
均

等
度

(高
/
低

）
△

△
＊

（
○

）
△

△
＊

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
○

△
△

△
△

（
△

）
＊

△
△

就
業

者
女

性
割

合
＊

＊
＊

△
（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
＊

△
（
○

）
△

（
△

）
（
△

）
（
△

）
△

女
性

議
員

比
率

△
△

＊
△

△
＊

△
（
○

）
△

（
○

）
△

（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

△
△

△
△

△
移

民
人

口
比

率
△

△
△

＊
△

＊
△

＊
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
△

△
△

△
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

△
△

＊
△

（
○

）
△

△
＊

（
○

）
○

最
大

民
族

構
成

比
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
○

）
（
△

）
△

△
（
○

）
（
△

）
△

△
（
○

）
（
○

）
（
△

）
＊

＊
＊

＊
（
○

）
（
○

）
＊

＊
（
○

）
（
○

）
（
○

）
△

（
○

）
（
△

）
（
注

1
）
　

＊
　

：
　

該
当

デ
ー

タ
無

し
（
注

２
）
○

、
△

　
：
　

当
該

国
の

値
が

、
偏

差
値

　
7
0
以

上
、

ま
た

は
3
0
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

（
○

）
、

（
△

）
は

、
同

様
に

偏
差

値
　

5
5
以

上
、

ま
た

は
4
5
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

社 会 的 価 値 観 社 会 経 済 的 要 因

④
経

済
社

会

社
会

的
価

値
観

②
（
H

o
ll

他
）

社
会

的
価

値
観

① （
H

o
fs

t

②
人

種
宗

教

　
　

　
　

　
ア

ジ
ア

米
州

・
豪

州
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世界 44 ヶ国のビジネス文化に関する定量分析（上）
分
析
ツ
ー
ル
　
（
１
）
　
　
９
つ
の
社
会
的
価
値
観

　
●

国
名

表
示

国
の

入
力

（
注

）
赤

、
緑

＝
実

数
値

、
ピ

ン
ク

＝
当

方
推

計
値

国
名

中
国

日
本

表
示

区
分

表
示

区
分

　
　

国
＝

１
、

地
域

＝
０

地
域

北
米

（
2
国

）
中

南
米

豪
州

北
西

欧
東

欧
中

東
ア

ジ
ア

計
＊

該
当

地
域

＝
１

●
推

計
値

表
示

国
名

●
最

上
位

下
位

表
示

最
上

位
最

下
位

 表
示

＝
１

別
表
４
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安　達　明　久

別
表
５

分
析
ツ
ー
ル
　
（
２
）
　
　
社
会
的
価
値
観
と
社
会
経
済
的
要
因
等
と
の
単
相
関
分
析

グ
ラ

フ
番

号
Y
軸

Ｘ
軸

①
権

威
／

平
等

②
個

人
／

集
団

①
権

威
／

平
等

③
競

争
／

協
調

①
権

威
／

平
等

④
安

定
／

リ
ス

ク
①

権
威

／
平

等
⑤

長
期

／
短

期
①

権
威

／
平

等
⑥

現
世

／
禁

欲
①

権
威

／
平

等
⑦

コ
ン

テ
キ

ス
ト

高
／

低

①
権

威
／

平
等

⑧
実

力
／

現
状

①
権

威
／

平
等

⑨
普

遍
／

個
別

①
権

威
／

平
等

１
人

当
た

り
G

D
P

地
域

＊
表

示
国

名
北

米
（
2
国

）
日

本
中

南
米

ア
メ

リ
カ

豪
州

中
国

北
西

欧
タ

イ
東

欧
メ

キ
シ

コ
中

東
ア

ジ
ア

計
＊

全
て

の
国

表
示

＝
全

　
１

国
▲

表
示

＝
１

　
 地

域
限

定
　

＝
　

１
を

入
力

＊
ラ

ベ
ル

を
変

更
し

た
場

合
は

、
　

 「
ラ

ベ
ル

印
刷

」
ア

ド
イ

ン
を

各
グ

ラ
フ

毎
に

　
再

実
行

す
る

必
要

が
あ

る
。

　
印

刷
ア

ド
イ

ン
は

、
下

記
よ

り
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
　

h
tt

p:
/
/
w

w
w

.v
e
c
to

r.
c
o
.jp

/
so

ft
/
w

in
9
5
/
bu

si
n
e
ss

/
se

3
5
5
7
0
1
.h

tm
l

　
　

（
エ

ク
セ

ル
、

散
布

図
、

ラ
ベ

ル
）

　
Ｖ

ｅ
ｃ
ｔｏ

ｒ。

　 ラ
ベ

ル
範

囲
は

「
分

析
ツ

ー
ル

デ
ー

タ
②

」
の

「
G

2
3
-
G

7
4
」
で

あ
る

。

日
本

 

中
国

 

タ
イ

 ア
メ

リ
カ

 

メ
キ

シ
コ

 

R²
 =

 0
.0

68
2 

-1
000

10
0

-1
00

-5
0

0
50

10
0

① 権 威 ／ 平 等  

⑦
低

／
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

 

＜
グ

ラ
フ

6＞
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世界 44 ヶ国のビジネス文化に関する定量分析（上）

別
表
６
　
分
析
ツ
ー
ル
（
３
）
　
国
別
の
特
性
分
析
　
：
（
　
中
国
　
）

  
  

 社
会

的
価

値
観

①
（
H

o
fs

te
de

)
 社

会
的

価
値

観
②

（
H

al
l他

）

①
権

威
／

平
等

②
個

人
／

集
団

③
競

争
／

協
調

④
安

定
／

リ
ス

ク

⑤
長

期
／

短
期

⑥
現

世
／

禁
欲

⑦
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

／
低

⑧
実

力
／

現
状

⑨
普

遍
／

個
別

（
　

中
国

　
）

社
会

的
（
○

）
△

（
○

）
△

（
○

）
△

（
○

）
△

　
価

値
観

（
参

考
）
　

日
本

○
（
○

）
（
○

）
○

△
△

  
  

 社
会

的
価

値
観

①
（
H

o
fs

te
de

)
 社

会
的

価
値

観
②

（
H

al
l他

）
単

位
等

実
数

値
特

徴
（
注

２
）

①
権

威
／

平
等

②
個

人
／

集
団

③
競

争
／

協
調

④
安

定
／

リ
ス

ク

⑤
長

期
／

短
期

⑥
現

世
／

禁
欲

⑦
コ

ン
テ

キ
ス

ト
高

／
低

⑧
実

力
／

現
状

⑨
普

遍
／

個
別

①
自

然
最

低
気

温
°

C
△

 3
△

ス
ラ

ブ
系

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0

ア
ラ

ブ
ペ

ル
シ

ャ
系

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0

②
人

種
ラ

テ
ン

系
該

当
＝

１
非

該
当

＝
0

　
 宗

教
ア

ン
グ

ロ
サ

ク
ソ

ン
系

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0

ゲ
ル

マ
ン

系
該

当
＝

１
非

該
当

＝
0

モ
ン

ゴ
ロ

イ
ド

系
該

当
＝

１
非

該
当

＝
0

○
○

△
△

○

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

ソ
リ

ッ
ク

）
人

口
比

率
％

△

キ
リ

ス
ト

教
（
カ

＋
東

方
系

）
人

口
比

率
％

△

キ
リ

ス
ト

教
（
プ

ロ
テ

ス
タ

ン
ト

）
人

口
比

率
％

△

ユ
ダ

ヤ
教

人
口

比
率

％

イ
ス

ラ
ム

教
人

口
比

率
％

△
　

ヒ
ン

ズ
ー

教
人

口
比

率
％

仏
教

等
 （
含

道
教

儒
教

）
人

口
比

率
％

（
○

）
（
○

）

社
会

主
義

（
旧

現
）

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0
○

○
△

○

③
政

治
軍

事
政

権
（
旧

現
）

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0
○

△
○

△
○

△

旧
植

民
地

（
米

英
蘭

）
該

当
＝

１
非

該
当

＝
0

旧
植

民
地

（
ス

ペ
イ

ン
等

）
該

当
＝

１
非

該
当

＝
0

旧
植

民
地

（
仏

ス
ペ

イ
ン

等
）

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0

報
道

規
制

（
高

/
低

）
指

数
（
M

A
X
=
1
0
0
)

（
○

）
（
△

）

Ｇ
Ｄ

Ｐ
（
2
0
1
3
年

）
1
0
億

＄
○

○

１
人

当
た

り
G

D
P

千
$
/
人

△

④
経

済
Ｏ

Ｅ
Ｃ

Ｄ
加

盟
国

該
当

＝
１

非
該

当
＝

0

　
 社

会
人

口
密

度
人

/
k㎡

高
齢

人
口

比
率

％
△

都
市

人
口

比
率

％
△

大
学

進
学

率
％

（
△

）

女
性

議
員

比
率

％

最
大

民
族

構
成

比
％

（
○

）
（
△

）
（
△

）

　
  
（
注

５
）
社

会
経

済
的

要
因

の
数

値
　

：
　

社
会

的
価

値
観

と
の

相
関

を
視

覚
的

に
理

解
し

易
く
す

る
た

め
、

下
記

の
様

な
指

数
化

を
行

い
表

示
し

て
い

る
。

政
治

体
制

・
民

族
等

　
：
　

該
当

1
0
0
、

非
該

当
5
、

　
　

宗
教

　
：
　

当
該

宗
教

の
国

内
構

成
比

を
％

表
示

、
　

　
そ

の
他

の
要

因
　

：
　

原
数

値
を

偏
差

値
に

換
算

特
　

　
　

徴

数
　

　
　

値

特
　

　
　

徴

数
　

　
　

値

　
　

（
注

４
）
横

軸
は

、
抽

出
さ

れ
た

社
会

経
済

的
要

因
を

示
す

。
標

準
偏

回
帰

係
数

の
絶

対
値

が
大

き
い

順
に

記
載

。
正

の
値

は
正

の
相

関
、

負
の

値
は

負
の

相
関

を
表

す
。

（
注

１
）
　

○
、

△
　

：
　

当
該

国
の

値
が

、
偏

差
値

　
7
0
以

上
、

ま
た

は
3
0
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

（
○

）
、

（
△

）
は

、
同

様
に

偏
差

値
　

5
5
以

上
、

ま
た

は
4
5
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

集
計

対
象 国

平
均 値

（
　

中
国

　
）

社 会 経 済 的 要 因 （
注

２
）
　

○
、

△
　

：
　

当
該

国
の

値
が

、
偏

差
値

　
7
0
以

上
、

ま
た

は
3
0
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

（
○

）
、

（
△

）
は

、
同

様
に

偏
差

値
　

5
5
以

上
、

ま
た

は
4
5
以

下
で

あ
る

こ
と

を
示

す
。

（
注

３
）
　

○
、

（
○

）
：
　

当
該

要
因

が
社

会
的

価
値

観
と

正
の

相
関

が
あ

る
こ

と
を

表
す

。
△

、
（
△

）
：
同

様
に

負
の

相
関

が
あ

る
こ

と
を

表
す

。
－

：
相

関
関

係
が

無
い

こ
と

を
表

す
。

（
注

）
縦

軸
：

社
会

的
価

値
観

（
○

○
●

●
）
に

関
し

、
前

半
の

○
○

は
正

、
後

半
の

●
●

は
負

の
値

で
示
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